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住宅における省エネリフォーム件数の推移

出典：国土交通省

　例
え
ば
キ
ッ
チ
ン
空
間
を
床
断
熱

に
す
れ
ば
、
冬
に
ヒ
ヤ
ッ
と
し
な
い

感
覚
を
覚
え
る
。
施
主
は
「
こ
れ
ほ

ど
快
適
な
ら
ば
…
…
」
と
全
室
採
用

に
な
る
ケ
ー
ス
も
あ
る
よ
う
だ
。
省

エ
ネ
リ
フ
ォ
ー
ム
は
ゼ
ロ
ヒ
ャ
ク
の

考
え
方
で
は
な
く
、
予
算
に
応
じ
た

適
切
な
提
案
が
施
主
を
説
得
し
や
す

く
す
る
こ
と
が
分
か
る
事
例
と
い
え

る
だ
ろ
う
。
さ
ら
に
、
こ
れ
は
省
エ

ネ
や
性
能
が
施
主
に
「
翻
訳
」
で
き

た
事
例
と
い
え
る
。
高
性
能
だ
け
で

は
施
主
を
説
得
す
る
こ
と
は
難
し

く
、
具
体
的
に
ど
の
よ
う
な
効
果
が

あ
る
の
か
を
伝
え
ら
れ
る
よ
う
に
す

る
必
要
が
あ
る
。

　一
方
で
、
高
断
熱
は
体
感
し
づ
ら

い
課
題
が
あ
る
。
高
断
熱
の
モ
デ
ル

ハ
ウ
ス
に
施
主
を
招
待
し
た
と
こ
ろ

で
、
体
感
し
づ
ら
い
た
め
だ
。
例
え

ば
夏
の
暑
い
日
に
電
車
に
乗
っ
た
と

す
る
。
こ
の
と
き
に
感
じ
る
「
涼
し

い
！
」
と
い
う
感
覚
は
と
て
も
分
か

り
や
す
い
一
方
で
、
身
体
的
に
は
負

担
に
な
っ
て
い
る
と
い
う
。
お
そ
ら

く
、
そ
の
電
車
に
長
時
間
乗
り
続
け

て
い
れ
ば
寒
く
感
じ
る
は
ず
だ
。
高

断
熱
の
良
い
と
こ
ろ
は
体
の
負
担
を

軽
減
し
て
「
何
も
感
じ
な
く
さ
せ

る
」
こ
と
だ
が
、
そ
れ
を
体
感
さ
せ

る
の
は
難
し
い
と
い
う
こ
と
だ
。

　よ
っ
て
、
様
々
な
省
エ
ネ
リ

フ
ォ
ー
ム
は
あ
る
も
の
の
、
断
熱
に

関
し
て
は
体
感
、
そ
れ
も
日
常
生

活
の
中
で
の
体
感
を
基
軸
と
し
た
提

案
が
効
果
的
と
み
ら
れ
る
。
モ
デ
ル
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　政
府
が
住
宅
の
省
エ
ネ
化
に
乗
り

出
し
て
か
ら
新
築
分
野
で
は
断
熱
等

級
４
の
義
務
化
や
２
０
３
０
年
に
向

け
た
等
級
５
の
義
務
化
、
リ
フ
ォ
ー

ム
分
野
で
は
三
省
合
同
補
助
金
を
始

め
と
し
た
省
エ
ネ
リ
フ
ォ
ー
ム
へ
の

手
厚
い
補
助
な
ど
が
進
め
ら
れ
て
い

る
。令
和
９
年
度
概
算
要
求
で
は「
み

ら
い
エ
コ
住
宅
２
０
２
７
」
に
２
０

０
０
億
円
を
要
求
し
て
お
り
、
住
宅

局
の
要
求
額
は
対
前
年
当
初
予
算
比

２
・
５
倍
の
増
加
と
な
っ
て
い
る（
後

述
）。

　一
方
で
、
熱
損
失
が
多
い
こ
と
か

ら
比
較
的
省
エ
ネ
効
果
が
高
い
と
さ

れ
る
窓
リ
フ
ォ
ー
ム
の
補
助
金
「
先

進
的
窓
リ
ノ
ベ
事
業
」
に
関
し
て
は

予
算
消
化
が
１
０
０
％
と
な
ら
ず
、

大
手
メ
ー
カ
ー
か
ら
焦
り
の
声
も
聞

こ
え
る
。
一
部
調
査
で
は
工
務
店
が

こ
う
し
た
補
助
制
度
を
つ
か
っ
て

い
る
の
が
３
割
程
度
に
留
ま
る
と
の

デ
ー
タ
も
あ
り
、
い
か
に
補
助
金
を

上
手
く
使
っ
た
提
案
が
で
き
る
か
が

重
要
な
ポ
イ
ン
ト
と
な
っ
て
い
る
。

　と
は
い
え
、
国
交
省
の
住
宅
リ

フ
ォ
ー
ム
・
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
統
計
調

査
の
結
果
を
見
る
と
、
省
エ
ネ
リ

フ
ォ
ー
ム
の
件
数
は
堅
調
な
伸
び

を
見
せ
て
い
る
こ
と
が
分
か
る
。
省

エ
ネ
リ
フ
ォ
ー
ム
は
主
に
設
備
機
器

や
窓
な
ど
追
加
で
施
工
が
可
能
な
メ

ニ
ュ
ー
が
人
気
だ
。

　壁
を
は
が
し
て
断
熱
材
を
充
填
す

る
リ
フ
ォ
ー
ム
は
大
掛
か
り
に
な
り

や
す
く
、
断
熱
リ
フ
ォ
ー
ム
と
耐
震

リ
フ
ォ
ー
ム
を
同
時
に
行
う
こ
と
で

コ
ス
ト
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
が
高
ま
る

と
い
う
提
案
も
あ
る
が
、
そ
も
そ
も

の
金
額
が
高
額
に
な
る
こ
と
が
ハ
ー

ド
ル
と
な
っ
て
い
る
よ
う
だ
。

　こ
う
し
た
中
で
、
ま
ず
は
体
感
を

重
視
し
て
断
熱
リ
フ
ォ
ー
ム
を
進
め

る
手
法
が
あ
る
。
床
下
に
潜
り
込
ん

で
断
熱
材
を
充
填
す
る
「
床
断
熱

リ
フ
ォ
ー
ム
」
で
あ
る
。
こ
の
場
合

は
壁
体
内
に
断
熱
材
を
入
れ
る
リ

フ
ォ
ー
ム
よ
り
も
小
規
模
に
済
み
や

す
い
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る
。
そ
し
て
最

も
重
要
な
ポ
イ
ン
ト
が
「
施
主
が
体

感
し
や
す
い
点
」
で
あ
る
。

堅
調
推
移
の
省
エ
ネ
改
修
市
場

工
務
店
の
一
手
は
断
熱
の「
翻
訳
」
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住宅における省エネリフォーム件数の推移

出典：国土交通省
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れ
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　国
土
交
通
省
は
令
和
９
年
度
の
予

算
概
算
要
求
を
公
表
し
た
。
一
般
会

計
の
総
額
は
８
兆
７
６
９
４
億
円
と

な
り
、
対
前
年
当
初
予
算
比
で
１
・

44
倍
。
住
宅
局
の
要
求
額
は
４
１
８

７
億
円
で
、
同
比
２
・
５
倍
の
拡
充

と
な
っ
た
。

　国
土
交
通
省
の
令
和
９
年
度
概

算
要
求
資
料
に
記
載
さ
れ
て
い
る

「
み
ら
い
エ
コ
住
宅
２
０
２
７
事

業
」
は
、
２
０
５
０
年
の
カ
ー
ボ
ン

ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
実
現
と
２
０
３
０
年

度
以
降
の
新
築
住
宅
に
お
け
る
Ｚ
Ｅ

Ｈ
水
準
の
省
エ
ネ
性
能
確
保
を
確
実

に
達
成
す
る
た
め
、
Ｚ
Ｅ
Ｈ
水
準
を

満
た
す
新
築
住
宅
や
既
存
住
宅
の
省

国
土
交
通
省
概
算
要
求
発
表

対
前
年
当
初
予
算
比
１
・
44
倍

エ
ネ
改
修
な
ど
を
支
援
す
る
新
し
い

事
業
で
あ
り
、
令
和
９
年
度
の
予
算

概
算
要
求
額
と
し
て
は
２
０
０
０
億

円
が
計
上
さ
れ
、
こ
の
ほ
か
に
Ｇ
Ｘ

経
済
移
行
債
も
見
込
ま
れ
て
い
る
。

　こ
の
事
業
が
対
象
と
す
る
Ｚ
Ｅ
Ｈ

水
準
の
住
宅
に
は
大
き
く
２
つ
の
柱

が
あ
り
、
１
つ
目
は
断
熱
材
や
複
層

ガ
ラ
ス
な
ど
を
使
い
省
エ
ネ
基
準
よ

り
強
化
し
た
高
断
熱
基
準
を
満
た
す

高
断
熱
化
で
あ
り
、
２
つ
目
は
暖
房

や
給
湯
な
ど
の
設
備
を
高
効
率
化
し

太
陽
光
発
電
な
ど
の
創
エ
ネ
を
除
い

て
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
を
省
エ

ネ
基
準
相
当
か
ら
20
％
削
減
す
る

設
備
等
の
高
効
率
化
で
あ
る
。
住
宅

ハ
ウ
ス
に
よ
っ
て
は
宿
泊
体
験
会
を

開
い
て
い
る
と
こ
ろ
も
あ
る
が
、
こ

れ
は
朝
起
き
た
と
き
の
ヒ
ヤ
ッ
と
し

た
感
覚
、
蒸
し
暑
い
感
覚
を
思
い
出

し
て
、
比
較
し
て
ほ
し
い
と
い
う
工

務
店
側
の
意
図
が
あ
る
の
だ
。
性
能

の
数
値
で
は
な
く
「
日
々
の
心
地
よ

さ
」
を
翻
訳
し
て
伝
え
る
こ
と
こ
そ

が
、
こ
れ
か
ら
の
省
エ
ネ
リ
フ
ォ
ー

ム
の
鍵
と
な
る
。
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みらいエコ住宅2027事業
2050年カーボンニュートラルの実現に向け、2030年度以降の「新築住宅におけるZEH水準に相当する省エネ性能の確保」
を確実に実現するため、ZEH水準の省エネ性能が確保された住宅の新築及び既存住宅の省エネ改修等を支援する事業を
創設する。

新規
令和９年度予算概算要求額：2,000億円
※このほかＧＸ経済移行債がある

・・エエネネルルギギーー基基本本計計画画（（令令和和７７年年２２月月1188日日））
政府としては、2050年にスストトッックク平平均均ででののZZEEHH（（NNeett  ZZeerroo  EEnneerrggyy  HHoouussee））・・ ZZEEBB（（NNeett  ZZeerroo  EEnneerrggyy  BBuuiillddiinngg））基基準準のの水水準準のの省省エエネネルルギギーー性性能能のの確確保保を目指し、これに至る22003300年年度度以以降降にに新新築築
さされれるる住住宅宅・・建建築築物物ははZZEEHH・・ZZEEBB基基準準のの水水準準のの省省エエネネルルギギーー性性能能のの確確保保を目指すとの目標を掲げており、建築物省エネ法などの規制と支援措置を一体的に活用しながら、省エネルギー性能の向上
及び再生可能エネルギーの導入拡大を進めていく。

・・地地球球温温暖暖化化対対策策計計画画（（令令和和７７年年２２月月1188日日））
具体的には、2022年に改正された建築物省エネ法に基づき、省エネルギー基準適合義務の対象外である住宅の省エネルギー基準への適合を2025年度に義務化するとともに、22003300年年度度以以降降新新築築ささ
れれるる住住宅宅ににつついいててZZEEHH基基準準のの水水準準のの省省エエネネルルギギーー性性能能のの確確保保を目指し、整合的な誘導基準・住宅トップランナー基準の引上げ、省エネルギー基準の段階的な水準の引上げを遅くとも2030年度ま
でに実施する。・・・くわえて、規制強化のみならず、22005500年年にに住住宅宅スストトッックク平平均均ででZZEEHH基基準準のの水水準準のの省省エエネネルルギギーー性性能能確確保保の実現に向けて、新築住宅についてはZEH基準の水準及びそれを上回
る水準の省エネルギー性能を有する住宅の普及を図る。

●●ZZEEHH水水準準のの住住宅宅 ●●住住宅宅のの省省エエネネ性性能能のの向向上上のの道道すすじじ

●●ZZEEHH水水準準へへのの適適合合率率（（令令和和６６年年度度）） 6600..11％％

＋

一次エネルギー消費量基準断熱基準

太陽光発電等による創エネを考慮せず
省エネ基準相当から▲20%

省エネ基準より強化した高断熱基準
（外皮平均熱貫流率の基準例）

①①高高断断熱熱化化

義義務務基基準準のの引引上上げげ

・2030年までに
ZEH水準に引上げ

全全
面面
義義
務務
化化

建建
築築
物物
省省
エエ
ネネ
法法
改改
正正

2022年 2025年 2030年

全全面面義義務務化化にに
向向けけたた準準備備

・基準・マニュアル
類の整備

・講習等の実施

新新
築築
住住
宅宅
にに
おお
けけ
るる

ＺＺ
ＥＥ
ＨＨ
水水
準準
のの
省省
エエ
ネネ
性性
能能
確確
保保（単位：W/(m2・K)）

●●関関連連すするる計計画画（（閣閣議議決決定定））

・・・ ・・・

②②設設備備等等のの高高効効率率化化

断熱材

複層
ガラス

＜現状・課題＞
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の
省
エ
ネ
性
能
を
向
上
さ
せ

る
道
す
じ
と
し
て
は
、
２
０

２
２
年
建
築
物
省
エ
ネ
法
改

正
を
経
て
、
２
０
２
５
年
に

全
面
義
務
化
が
実
施
さ
れ
、

２
０
３
０
年
に
は
義
務
基
準

が
引
き
上
げ
ら
れ
て
新
築
住

宅
に
お
け
る
Ｚ
Ｅ
Ｈ
水
準
が

確
実
に
確
保
さ
れ
る
こ
と
に

な
っ
て
お
り
、
令
和
６
年
度

時
点
に
お
け
る
Ｚ
Ｅ
Ｈ
水
準

へ
の
適
合
率
は
60
・
１
％
と

な
っ
て
い
る
。

　ま
た
、
こ
う
し
た
取
り
組

み
に
関
連
す
る
閣
議
決
定

と
し
て
、
２
月
18
日
に
定

め
ら
れ
た
地
球
温
暖
化
対

策
計
画
で
は
、
２
０
２
５

年
度
ま
で
に
省
エ
ネ
基
準

適
合
義
務
の
対
象
外
だ
っ

た
住
宅
の
省
エ
ネ
基
準
適

合
を
義
務
化
す
る
と
と
も

に
、
２
０
３
０
年
度
以
降

の
新
築
住
宅
で
Ｚ
Ｅ
Ｈ
水

準
の
省
エ
ネ
性
能
確
保
を

目
指
し
て
遅
く
と
も
２
０

３
０
年
度
ま
で
に
段
階
的

な
引
き
上
げ
を
実
施
し
、

２
０
５
０
年
に
住
宅
ス

ト
ッ
ク
平
均
で
Ｚ
Ｅ
Ｈ
基

準
の
水
準
を
満
た
す
こ
と

を
目
指
す
方
針
が
示
さ
れ

て
い
る
。
さ
ら
に
、
同
じ

く
令
和
７
年
２
月
18
日
に

閣
議
決
定
さ
れ
た
エ
ネ
ル

ギ
ー
基
本
計
画
に
お
い
て

も
、
２
０
５
０
年
に
ス
ト
ッ

ク
平
均
で
Ｚ
Ｅ
Ｈ
や
Ｚ
Ｅ

Ｂ
基
準
の
水
準
の
省
エ
ネ

性
能
確
保
を
目
指
し
、
そ
の

過
程
と
し
て
２
０
３
０
年

度
以
降
に
新
築
さ
れ
る
住

宅
や
建
築
物
で
も
同
水
準

の
確
保
を
目
指
す
目
標
を

掲
げ
、
建
築
物
省
エ
ネ
法
な

ど
の
規
制
と
支
援
措
置
を

一
体
的
に
活
用
し
な
が
ら

省
エ
ネ
性
能
の
向
上
と
再

生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
導

入
拡
大
を
進
め
て
い
く
こ

と
と
さ
れ
て
い
る
。

　「
住
宅
・
建
築
物
カ
ー
ボ

ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
総
合
推

進
事
業
」
は
同
比
５
・
51

倍
と
大
幅
に
増
加
し
て
お

り
、
改
正
建
築
物
省
エ
ネ

法
が
国
会
で
成
立
し
た
こ

と
に
よ
り
、
建
築
物
脱
炭

素
の
動
き
が
本
格
化
し
て

い
る
も
の
と
み
ら
れ
る
。
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みらいエコ住宅2027事業
2050年カーボンニュートラルの実現に向け、2030年度以降の「新築住宅におけるZEH水準に相当する省エネ性能の確保」
を確実に実現するため、ZEH水準の省エネ性能が確保された住宅の新築及び既存住宅の省エネ改修等を支援する事業を
創設する。

新規
令和９年度予算概算要求額：2,000億円
※このほかＧＸ経済移行債がある

・・エエネネルルギギーー基基本本計計画画（（令令和和７７年年２２月月1188日日））
政府としては、2050年にスストトッックク平平均均ででののZZEEHH（（NNeett  ZZeerroo  EEnneerrggyy  HHoouussee））・・ ZZEEBB（（NNeett  ZZeerroo  EEnneerrggyy  BBuuiillddiinngg））基基準準のの水水準準のの省省エエネネルルギギーー性性能能のの確確保保を目指し、これに至る22003300年年度度以以降降にに新新築築
さされれるる住住宅宅・・建建築築物物ははZZEEHH・・ZZEEBB基基準準のの水水準準のの省省エエネネルルギギーー性性能能のの確確保保を目指すとの目標を掲げており、建築物省エネ法などの規制と支援措置を一体的に活用しながら、省エネルギー性能の向上
及び再生可能エネルギーの導入拡大を進めていく。

・・地地球球温温暖暖化化対対策策計計画画（（令令和和７７年年２２月月1188日日））
具体的には、2022年に改正された建築物省エネ法に基づき、省エネルギー基準適合義務の対象外である住宅の省エネルギー基準への適合を2025年度に義務化するとともに、22003300年年度度以以降降新新築築ささ
れれるる住住宅宅ににつついいててZZEEHH基基準準のの水水準準のの省省エエネネルルギギーー性性能能のの確確保保を目指し、整合的な誘導基準・住宅トップランナー基準の引上げ、省エネルギー基準の段階的な水準の引上げを遅くとも2030年度ま
でに実施する。・・・くわえて、規制強化のみならず、22005500年年にに住住宅宅スストトッックク平平均均ででZZEEHH基基準準のの水水準準のの省省エエネネルルギギーー性性能能確確保保の実現に向けて、新築住宅についてはZEH基準の水準及びそれを上回
る水準の省エネルギー性能を有する住宅の普及を図る。

●●ZZEEHH水水準準のの住住宅宅 ●●住住宅宅のの省省エエネネ性性能能のの向向上上のの道道すすじじ

●●ZZEEHH水水準準へへのの適適合合率率（（令令和和６６年年度度）） 6600..11％％

＋

一次エネルギー消費量基準断熱基準

太陽光発電等による創エネを考慮せず
省エネ基準相当から▲20%

省エネ基準より強化した高断熱基準
（外皮平均熱貫流率の基準例）

①①高高断断熱熱化化

義義務務基基準準のの引引上上げげ

・2030年までに
ZEH水準に引上げ

全全
面面
義義
務務
化化

建建
築築
物物
省省
エエ
ネネ
法法
改改
正正

2022年 2025年 2030年

全全面面義義務務化化にに
向向けけたた準準備備

・基準・マニュアル
類の整備

・講習等の実施

新新
築築
住住
宅宅
にに
おお
けけ
るる

ＺＺ
ＥＥ
ＨＨ
水水
準準
のの
省省
エエ
ネネ
性性
能能
確確
保保（単位：W/(m2・K)）

●●関関連連すするる計計画画（（閣閣議議決決定定））

・・・ ・・・

②②設設備備等等のの高高効効率率化化

断熱材

複層
ガラス
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の
省
エ
ネ
性
能
を
向
上
さ
せ

る
道
す
じ
と
し
て
は
、
２
０

２
２
年
建
築
物
省
エ
ネ
法
改

正
を
経
て
、
２
０
２
５
年
に

全
面
義
務
化
が
実
施
さ
れ
、

２
０
３
０
年
に
は
義
務
基
準

が
引
き
上
げ
ら
れ
て
新
築
住

宅
に
お
け
る
Ｚ
Ｅ
Ｈ
水
準
が

確
実
に
確
保
さ
れ
る
こ
と
に

な
っ
て
お
り
、
令
和
６
年
度

時
点
に
お
け
る
Ｚ
Ｅ
Ｈ
水
準

へ
の
適
合
率
は
60
・
１
％
と

な
っ
て
い
る
。

　ま
た
、
こ
う
し
た
取
り
組

み
に
関
連
す
る
閣
議
決
定

と
し
て
、
２
月
18
日
に
定

め
ら
れ
た
地
球
温
暖
化
対

策
計
画
で
は
、
２
０
２
５

年
度
ま
で
に
省
エ
ネ
基
準

適
合
義
務
の
対
象
外
だ
っ

た
住
宅
の
省
エ
ネ
基
準
適

合
を
義
務
化
す
る
と
と
も

に
、
２
０
３
０
年
度
以
降

の
新
築
住
宅
で
Ｚ
Ｅ
Ｈ
水

準
の
省
エ
ネ
性
能
確
保
を

目
指
し
て
遅
く
と
も
２
０

３
０
年
度
ま
で
に
段
階
的

な
引
き
上
げ
を
実
施
し
、

２
０
５
０
年
に
住
宅
ス

ト
ッ
ク
平
均
で
Ｚ
Ｅ
Ｈ
基

準
の
水
準
を
満
た
す
こ
と

を
目
指
す
方
針
が
示
さ
れ

て
い
る
。
さ
ら
に
、
同
じ

く
令
和
７
年
２
月
18
日
に

閣
議
決
定
さ
れ
た
エ
ネ
ル

ギ
ー
基
本
計
画
に
お
い
て

も
、
２
０
５
０
年
に
ス
ト
ッ

ク
平
均
で
Ｚ
Ｅ
Ｈ
や
Ｚ
Ｅ

Ｂ
基
準
の
水
準
の
省
エ
ネ

性
能
確
保
を
目
指
し
、
そ
の

過
程
と
し
て
２
０
３
０
年

度
以
降
に
新
築
さ
れ
る
住

宅
や
建
築
物
で
も
同
水
準

の
確
保
を
目
指
す
目
標
を

掲
げ
、
建
築
物
省
エ
ネ
法
な

ど
の
規
制
と
支
援
措
置
を

一
体
的
に
活
用
し
な
が
ら

省
エ
ネ
性
能
の
向
上
と
再

生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
導

入
拡
大
を
進
め
て
い
く
こ

と
と
さ
れ
て
い
る
。

　「
住
宅
・
建
築
物
カ
ー
ボ

ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
総
合
推

進
事
業
」
は
同
比
５
・
51

倍
と
大
幅
に
増
加
し
て
お

り
、
改
正
建
築
物
省
エ
ネ

法
が
国
会
で
成
立
し
た
こ

と
に
よ
り
、
建
築
物
脱
炭

素
の
動
き
が
本
格
化
し
て

い
る
も
の
と
み
ら
れ
る
。
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建築物のライフサイクルでの温室効果ガス排出量削減
出典：国土交通省より引用

建築物の資材製造、施工、使用から解体までの各段階における省エネ・省資源・脱炭素の取組によりライフサイクルでの温室
効果ガス排出量を削減する建築物(※)の供給を促進するため、新築・増改築、改修事業において、既存躯体の活用、低炭
素建材の採用など、省エネ・省資源・脱炭素への取組を支援する事業を創設する。

新規
令和９年度予算概算要求額：
住宅・建築物カーボンニュートラル総合推進事業（1,699.04億円）の内数建築物ライフサイクルカーボン削減推進事業

①資材の使用量削減例

②木質化
CLTによる床スラブ

[既存躯体の活用]
①高炉セメント
RC躯体に積極採用[躯体への使用]

③電炉鉄躯体再利用
・図面復元
・劣化診断等
・長寿命化補強

等が必要

既存地下躯体を再利用
新規に必要な材料を削減

低炭素建材への投資、イノベー
ションが必要

※改正建築物省エネ法（令和８年7月24日成立）において新たに建築物ライフサイクルカーボン評価制度を創設

②製造時排出量の少ない建材・設備の採用例

資材製造段階 施工段階 使用段階 解体段階

<建築物のライフサイクルでの温室効果ガス排出量削減>

[鉄の使用量●kg ✕ ○kg-CO2e/kg]
＋

[コンクリートの使用量■kg ✕ □kg-CO2e/kg]
＋

[木材の使用量▲kg ✕ △kg-CO2e/kg]
：

建築物において採用する資材（建材・設備）ごとに、当該資材の製造時排出量を算定し、集計
■ 資材製造段階の算定方法のイメージ

「資材の使用量削減」
・既存躯体の活用 等

「製造時排出量の少ない建材・設備の採用」
・低炭素建材
・リサイクル材 等

が重要

ライフサイクルカーボン

■ 評価される取組の例

■ 建築物のライフサイクル

「資材の使用量」 ✕ 「当該資材の排出量データ」

■ 支援対象
新築・増改築、改修事業等において、省エネ・省資源・脱炭素に資する躯体工事・設備工事等の費用を支援

４．住宅・建築物分野の省エネ・脱炭素取組の推進

3736

こ
れ
は
中
小
工
務
店
の
手
が
け
る

一
般
的
な
木
造
２
階
建
て
住
宅
が

対
象
外
と
な
っ
て
い
る
も
の
も
、

建
築
物
全
体
に
お
け
る
ひ
と
つ
の

ト
レ
ン
ド
と
な
る
。

建
築
物
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル

カ
ー
ボ
ン
削
減
推
進
事
業

　同
推
進
事
業
の
中
に
含
ま
れ
て

い
る
「
建
築
物
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル

カ
ー
ボ
ン
削
減
推
進
事
業
」
は
、

資
材
製
造
か
ら
施
工
、
使
用
、
解

体
ま
で
の
全
段
階
に
お
け
る
温

室
効
果
ガ
ス
排
出
量
を
抑
え
る
建

築
物
の
供
給
を
増
や
す
事
業
で
あ

る
。
新
築
や
改
修
に
お
い
て
、
既

存
躯
体
の
再
利
用
や
低
炭
素
建
材

の
採
用
と
い
っ
た
省
エ
ネ
・
省
資

源
・
脱
炭
素
に
つ
な
が
る
工
事
費

用
を
補
助
す
る
。

優
良
木
造
建
築
物
等

整
備
推
進
事
業

　同
じ
く
、「
優
良
木
造
建
築
物
等

整
備
推
進
事
業
」
は
、
炭
素
貯
蔵

効
果
が
見
込
め
る
中
大
規
模
な
木

造
建
築
物
の
普
及
や
、
先
進
的
な

設
計
・
施
工
技
術
を
取
り
入
れ
た

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
支
援
す
る
事
業

で
あ
る
。
民
間
事
業
者
な
ど
が
実

施
す
る
木
造
化
に
か
か
る
調
査
設

計
費
や
建
設
工
事
費
の
一
部
を
補

助
対
象
と
し
て
い
る
。

２
０
５
０
先
導
型

住
宅
推
進
事
業

　同
様
に
、「
２
０
５
０
先
導
型
住

宅
推
進
事
業
」
は
、
２
０
５
０
年

の
社
会
経
済
情
勢
等
を
見
据
え
た

良
質
な
住
宅
ス
ト
ッ
ク
の
形
成
等

に
資
す
る
取
組
を
推
進
す
る
こ
と

を
目
的
と
し
て
い
る
。
次
世
代
の

課
題
解
決
に
向
け
て
取
り
組
む
べ

き
テ
ー
マ
を
設
定
し
、
そ
の
テ
ー

マ
に
沿
っ
た
先
導
的
な
取
組
へ
の

支
援
を
強
化
す
る
も
の
だ
。

　背
景
に
は
、
２
０
５
０
年
を
見

据
え
た
住
宅
政
策
の
方
向
性
を
定

め
た
住
生
活
基
本
計
画
（
全
国
計

画
）
が
本
年
３
月
に
閣
議
決
定
さ

れ
た
こ
と
や
、
建
築
物
分
野
に
お

い
て
も
２
０
５
０
年
を
見
据
え
た

中
長
期
的
な
計
画
の
年
度
内
取
り

ま
と
め
に
向
け
た
議
論
が
進
め
ら

れ
て
い
る
状
況
が
あ
る
。
ま
た
、

住
宅
・
建
築
生
産
分
野
で
は
、
中

長
期
的
に
住
宅
・
建
築
生
産
プ
ロ
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（参考２）令和９年度住宅局関係財政投融資等要求総括表

（単位：億円）

令和９年度(A) 前年度(B) 倍率(A/B)

（独） 住 宅 金 融 支 援 機 構 16,813.24 14,820.14 1.13

財政投融資 6,091.30 2,244.00 2.71

自己資金等 10,721.94 12,576.14 0.85

（独） 都 市 再 生 機 構 13,258.28 13,545.86 0.98

財政投融資 4,300.00 4,500.00 0.96

自己資金等 8,958.28 9,045.86 0.99

（注） １．（独）住宅金融支援機構における財政投融資には、住宅金融機構グリーンボンドに係る政府保証債5,500億円を含む。

２．自己資金等には、（独）住宅金融支援機構7,982億円、（独）都市再生機構950億円の財投機関債を含む。

３．（独）住宅金融支援機構における自己資金等は、証券化支援事業における買取実績・市場金利等の動向により変動する可能性がある。

4．計数はそれぞれ四捨五入しているため、端数において合計とは一致しない場合がある。

　

区　　　　　　　分

（参考１）　令和９年度住宅局関係予算概算要求総括表
（単位：億円）

令 和 ９ 年 度 前 年 度 対前年度
要 求 ・ 要 望 額 うち「強く豊かな日本」投資枠 予 算 額 倍 率

（A） （B） （A／B）

3,482.88 1,611.67 1,559.36 2.23

うち 126.00 0.00 105.00 1.20

うち 43.20 0.00 36.00 1.20

うち 32.40 0.00 27.00 1.20

うち 70.80 0.00 59.00 1.20

うち 1,699.04 1,575.57 308.60 5.51

うち 建 築 GX ・ DX 推 進 事 業 103.00 30.00 73.00 1.41

うち 128.37 0.00 120.29 1.07

うち 618.54 0.00 357.67 1.73

うち 311.66 21.00 259.72 1.20

100.91 0.00 84.09 1.20

1.01 0.00 1.01 1.00

3,584.80 1,611.67 1,644.46 2.18

601.72 510.00 76.48 7.87

うち 38.57 0.00 36.02 1.07

4,186.52 2,121.67 1,720.94 2.43

１．本表のほか、社会資本整備総合交付金等（令和９年度）として、18,104億円の内数がある。
２．本表のほか、東日本大震災からの復興対策に係る経費（東日本大震災復興特別会計）として、198億円がある。
３．本表の行政経費には他局計上分を含み、デジタル庁一括計上分を含まない。
4．第１次国土強靱化実施中期計画に基づく取組の推進に必要な経費については、事項要求を行い、予算編成過程で検討する。
５．労務費確保の必要性や近年の資材価格の高騰の影響等を考慮した公共事業等の実施に必要な経費については、事項要求を行い、予算編成過程で検討する。
６．計数はそれぞれ四捨五入しているため、端数において合計とは一致しない場合がある。

災 害 復 旧 等

公　　共　　事　　業　　関　　係　　計

行 政 経 費

環 境 ・ ス ト ッ ク 活 用 推 進 事 業

合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計

都 市 環 境 整 備

事　　　        　　項

住 宅 対 策

住 宅 ・ 建 築 物 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 総 合 推 進 事 業

空 き 家 対 策 総 合 支 援 事 業

住 宅 ・ 建 築 物 防 災 力 緊 急 促 進 事 業

密 集 市 街 地 総 合 防 災 事 業

公 的 賃 貸 住 宅 家 賃 対 策

地 域 居 住 機 能 再 生 推 進 事 業

マ ン シ ョ ン 総 合 対 策 モ デ ル 事 業

住 宅 金 融 支 援 機 構

48

令和９年度住宅局関係予算概算要求総括表
出典：国土交通省より引用

セ
ス
に
お
け
る
担
い
手
不
足
を
解

消
す
る
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の
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な
担
い
手
の

育
成
、
既
存
ス
ト
ッ
ク
の
活
用
、

サ
ー
キ
ュ
ラ
ー
エ
コ
ノ
ミ
ー
へ
の

移
行
と
い
っ
た
新
た
な
取
組
が
必

要
と
さ
れ
て
い
る
。
こ
う
し
た
先

導
的
な
取
組
の
実
施
に
は
一
定
の

コ
ス
ト
を
要
す
る
も
の
の
、
取
組

に
よ
る
効
果
を
検
証
・
整
理
し
消

費
者
へ
提
示
す
る
こ
と
を
通
し

て
、
普
及
が
進
む
こ
と
が
見
込
ま

れ
て
い
る
。

　具
体
的
な
要
求
内
容
と
し
て

は
、
取
組
テ
ー
マ
に
「
レ
ジ
リ
エ

ン
ス
性
の
向
上
」
を
設
定
す
る
ほ

か
、
次
世
代
の
課
題
解
決
に
向

け
た
テ
ー
マ
を
設
定
す
る
方
針

が
示
さ
れ
て
い
る
。
テ
ー
マ
の

例
と
し
て
挙
げ
ら
れ
て
い
る
「
新

た
な
担
い
手
の
確
保
」
で
は
、

建
築
に
携
わ
る
各
専
門
主
体
が

地
域
住
民
と
の
間
で
知
識
や
経

験
等
を
共
有
し
、
住
民
自
ら
が

小
規
模
リ
フ
ォ
ー
ム
の
主
体
と

し
て
自
立
的
に
活
動
で
き
る
環

境
づ
く
り
や
文
化
づ
く
り
に
貢

献
す
る
モ
デ
ル
的
な
取
組
を
支

援
す
る
。

　こ
の
枠
組
み
に
お
い
て
は
、
工

務
店
が
地
域
住
民
に
工
事
の
技

術
や
手
順
を
提
供
し
、
大
規
模
リ

フ
ォ
ー
ム
の
依
頼
や
入
職
者
の
増

加
に
つ
な
げ
る
と
と
も
に
、
ホ
ー

ム
セ
ン
タ
ー
か
ら
専
用
工
具
や
資

材
を
供
給
し
継
続
的
な
物
品
購

入
機
会
を
生
み
出
す
構
造
が
描

か
れ
て
い
る
。
ま
た
「
サ
ー
キ
ュ

ラ
ー
エ
コ
ノ
ミ
ー
へ
の
移
行
」

の
例
と
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は
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の
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様

な
サ
ー
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ュ
ラ
ー
エ
コ
ノ
ミ
ー

の
実
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に
向
け
、
リ
サ
イ
ク
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・

リ
ユ
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ス
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リ
ニ
ュ
ー
ア
ブ
ル

部
材
等
を
積
極
的
に
活
用
す
る

た
め
の
モ
デ
ル
的
な
取
組
を
支

援
す
る
。
こ
れ
に
は
、
新
築
時

や
改
修
時
に
リ
ニ
ュ
ー
ア
ブ
ル

部
材
を
供
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し
、
解
体
時
に
排

出
さ
れ
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ア
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を
行
っ
て
リ
サ
イ
ク
ル

部
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や
リ
ユ
ー
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部
材
と
し
て
再

利
用
す
る
循
環
プ
ロ
セ
ス
が
含
ま

れ
て
い
る
。

　２
０
５
０
年
の
カ
ー
ボ
ン

ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
実
現
を
見
据
え
、

省
エ
ネ
性
能
の
義
務
化
や
各
種
支

援
事
業
を
総
合
的
に
推
進
す
る
こ

と
で
、
住
宅
・
建
築
物
分
野
に
お

け
る
脱
炭
素
化
と
持
続
可
能
な
社

会
へ
の
移
行
が
ま
す
ま
す
加
速
し

て
い
く
こ
と
だ
ろ
う
。
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（参考２）令和９年度住宅局関係財政投融資等要求総括表

（単位：億円）

令和９年度(A) 前年度(B) 倍率(A/B)

（独） 住 宅 金 融 支 援 機 構 16,813.24 14,820.14 1.13

財政投融資 6,091.30 2,244.00 2.71

自己資金等 10,721.94 12,576.14 0.85

（独） 都 市 再 生 機 構 13,258.28 13,545.86 0.98

財政投融資 4,300.00 4,500.00 0.96

自己資金等 8,958.28 9,045.86 0.99

（注） １．（独）住宅金融支援機構における財政投融資には、住宅金融機構グリーンボンドに係る政府保証債5,500億円を含む。

２．自己資金等には、（独）住宅金融支援機構7,982億円、（独）都市再生機構950億円の財投機関債を含む。

３．（独）住宅金融支援機構における自己資金等は、証券化支援事業における買取実績・市場金利等の動向により変動する可能性がある。

4．計数はそれぞれ四捨五入しているため、端数において合計とは一致しない場合がある。

　

区　　　　　　　分

（参考１）　令和９年度住宅局関係予算概算要求総括表
（単位：億円）

令 和 ９ 年 度 前 年 度 対前年度
要 求 ・ 要 望 額 うち「強く豊かな日本」投資枠 予 算 額 倍 率

（A） （B） （A／B）

3,482.88 1,611.67 1,559.36 2.23

うち 126.00 0.00 105.00 1.20

うち 43.20 0.00 36.00 1.20

うち 32.40 0.00 27.00 1.20

うち 70.80 0.00 59.00 1.20

うち 1,699.04 1,575.57 308.60 5.51

うち 建 築 GX ・ DX 推 進 事 業 103.00 30.00 73.00 1.41

うち 128.37 0.00 120.29 1.07

うち 618.54 0.00 357.67 1.73

うち 311.66 21.00 259.72 1.20

100.91 0.00 84.09 1.20

1.01 0.00 1.01 1.00

3,584.80 1,611.67 1,644.46 2.18

601.72 510.00 76.48 7.87

うち 38.57 0.00 36.02 1.07

4,186.52 2,121.67 1,720.94 2.43

１．本表のほか、社会資本整備総合交付金等（令和９年度）として、18,104億円の内数がある。
２．本表のほか、東日本大震災からの復興対策に係る経費（東日本大震災復興特別会計）として、198億円がある。
３．本表の行政経費には他局計上分を含み、デジタル庁一括計上分を含まない。
4．第１次国土強靱化実施中期計画に基づく取組の推進に必要な経費については、事項要求を行い、予算編成過程で検討する。
５．労務費確保の必要性や近年の資材価格の高騰の影響等を考慮した公共事業等の実施に必要な経費については、事項要求を行い、予算編成過程で検討する。
６．計数はそれぞれ四捨五入しているため、端数において合計とは一致しない場合がある。
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　２
０
２
７
年
か
ら
本
格
導
入
さ
れ

る
Ｇ
Ｘ 

Ｚ
Ｅ
Ｈ
を
前
に
、
２
０
２
６

年
は
住
宅
の
役
割
が
大
き
く
転
換
す

る
節
目
の
年
と
な
る
。
こ
れ
ま
で
住

宅
は
「
省
エ
ネ
性
能
を
高
め
、
光
熱

費
を
抑
え
る
」
こ
と
が
主
眼
だ
っ
た
。

し
か
し
今
後
は
、
太
陽
光
・
蓄
電
池
・

エ
コ
キ
ュ
ー
ト
・
Ｈ
Ｅ
Ｍ
Ｓ
を
備
え
、

地
域
の
電
力
需
給
を
支
え
る
「
分
散

型
エ
ネ
ル
ギ
ー
イ
ン
フ
ラ
」
と
し
て

機
能
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
国

住
宅
は「
消
費
の
場
」か
ら「
調
整
装
置
」へ

Ｇ
Ｘ 
Ｚ
Ｅ
Ｈ
本
格
導
入
に
向
け
た
戦
略

地
域
レ
ジ
リ
エ
ン
ス
を
支
え
る
転
換
点

「
分
散
型
エ
ネ
ル
ギ
ー
イ
ン
フ
ラ
」
へ

●
２
０
２
７
年
に
Ｚ
Ｅ
Ｈ
の
新
基
準
が
始
ま
り
ま
す
●

の
制
度
設
計
も
そ
の
方
向
へ
大
き
く

舵
を
切
り
、
工
務
店
に
と
っ
て
は
新

た
な
住
宅
像
へ
の
準
備
が
不
可
欠
と

な
っ
て
い
る
。

 「
電
力
を
調
整
す
る
装
置
」
へ

住
宅
が
変
わ
る

　Ｇ
Ｘ 

Ｚ
Ｅ
Ｈ
の
特
徴
は
、
従
来
の

Ｚ
Ｅ
Ｈ
が
目
指
し
て
き
た
「
個
別
住

宅
で
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
収
支
ゼ
ロ
」
を

超
え
、
社
会
全
体
の
需
給
調
整
に
参

加
す
る
点
に
あ
る
。
電
力
広
域
的
運

営
推
進
機
関
（
Ｏ
Ｃ
Ｃ
Ｔ
Ｏ
）
が
公

表
し
た
将
来
シ
ナ
リ
オ
で
は
、
２
０

４
０
～
２
０
５
０
年
の
需
給
バ
ラ
ン

ス
維
持
に
お
い
て
、
家
庭
用
ヒ
ー
ト

ポ
ン
プ
や
蓄
電
池
、
Ｅ
Ｖ
に
よ
る
Ｄ

Ｒ
（
デ
ィ
マ
ン
ド
リ
ス
ポ
ン
ス
）
が

不
可
欠
と
さ
れ
て
い
る
。

　Ｄ
Ｒ
と
は
、
電
力
会
社
や
ア
グ
リ

ゲ
ー
タ
か
ら
の
要
請
に
応
じ
て
、
需

新しく始まるGX ZEHの定義　出典：経済産業省
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要
家
側
が
電
力
使
用
量
を
調
整
す
る
仕
組

み
だ
。
例
え
ば
春
秋
の
昼
間
、
太
陽
光
の

余
剰
が
大
量
に
発
生
す
る
時
間
帯
に
エ
コ

キ
ュ
ー
ト
の
沸
き
上
げ
を
行
う
「
上
げ
Ｄ

Ｒ
」、
夏
冬
の
ピ
ー
ク
時
に
空
調
負
荷
を

一
時
的
に
抑
え
る
「
下
げ
Ｄ
Ｒ
」
な
ど
が

あ
る
。
住
宅
が
こ
う
し
た
需
給
調
整
に
参

加
す
る
こ
と
で
、
地
域
の
電
力
網
の
安
定

化
に
寄
与
す
る
。
Ｇ
Ｘ 
Ｚ
Ｅ
Ｈ
は
、
そ

の
た
め
の
“
住
宅
の
標
準
仕
様
”
を
定
め

る
役
割
を
持
つ
。

Ｇ
Ｘ 

Ｚ
Ｅ
Ｈ
を
支
え
る

三
つ
の
要
素

　住
宅
が
エ
ネ
ル
ギ
ー
イ
ン
フ
ラ
と
し
て

機
能
す
る
た
め
に
は
、
建
物
の
性
能
と
設

備
の
組
み
合
わ
せ
が
一
体
と
な
っ
て
働
く

こ
と
が
欠
か
せ
な
い
。
ま
ず
基
盤
と
な
る

の
が
断
熱
性
能
で
、
Ｇ
Ｘ 

Ｚ
Ｅ
Ｈ
で
は

断
熱
等
性
能
等
級
６
以
上
の
外
皮
性
能
が

求
め
ら
れ
る
。
こ
れ
は
単
な
る
省
エ
ネ
の

た
め
で
は
な
く
、
Ｄ
Ｒ
に
よ
っ
て
空
調
を

一
時
的
に
抑
え
た
際
で
も
室
温
が
急
変
し

な
い
よ
う
、住
宅
を「
調
整
可
能
な
負
荷
」

と
し
て
扱
う
た
め
の
条
件
と
な
る
。

　次
に
、
太
陽
光
と
連
携
し
て
電
力
を
た

め
た
り
、
使
う
時
間
を
ず
ら
し
た
り
す

る
仕
組
み
が
必
要
に
な
る
。
蓄
電
池
や
Ｅ

Ｖ
、
エ
コ
キ
ュ
ー
ト
と
い
っ
た
機
器
が
、

昼
間
の
余
剰
電
力
を
吸
収
し
た
り
、
必
要

な
時
間
帯
に
放
電
し
た
り
す
る
こ
と
で
、

住
宅
は
需
給
調
整
に
参
加
で
き
る
。
２
０

２
６
年
度
に
は
Ｄ
Ｒ
対
応
蓄
電
池
へ
の
補

助
制
度
も
実
施
さ
れ
、
こ
う
し
た
設
備
の

普
及
が
進
む
見
込
み
だ
。

　そ
し
て
、
こ
れ
ら
を
統
合
し
て
最
適
に

制
御
す
る
頭
脳
が
Ｈ
Ｅ
Ｍ
Ｓ
で
あ
る
。
Ｇ

Ｘ 

Ｚ
Ｅ
Ｈ
で
は
ク
ラ
ウ
ド
連
携
型
の
高

度
エ
ネ
ル
ギ
ー
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
が
必
須

要
素
と
な
り
、
太
陽
光
・
蓄
電
池
・
エ
コ

キ
ュ
ー
ト
・
空
調
を
自
動
で
制
御
し
、
Ｄ

Ｒ
要
請
に
応
じ
て
住
宅
全
体
が
自
律
的
に

動
作
す
る
仕
組
み
が
求
め
ら
れ
る
。
３
つ

の
要
素
が
揃
う
こ
と
で
、
住
宅
は
単
な
る

消
費
の
場
で
は
な
く
、
地
域
の
電
力
需
給

を
支
え
る
調
整
力
を
持
つ
存
在
へ
と
変
わ

る
。

２
０
２
６
年
は
仕
込
み
の
年

Ｇ
Ｘ 

Ｚ
Ｅ
Ｈ
前
夜

　２
０
２
７
年
の
本
格
導
入
を
前
に
、
２

０
２
６
年
は
工
務
店
に
と
っ
て
準
備
の
年

と
な
る
。
国
は
「
み
ら
い
エ
コ
住
宅
２
０

２
６
事
業
」
に
お
い
て
、
Ｇ
Ｘ
志
向
型
住

宅
に
対
し
１
１
０
万
円
（
１
～
４
地
域
は

１
２
５
万
円
）
の
補
助
を
設
定
。
断
熱
等

性
能
等
級
６
、
太
陽
光
、
蓄
電
池
、
Ｈ
Ｅ

Ｍ
Ｓ
を
組
み
合
わ
せ
た
住
宅
へ
の
支
援
を
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ZEH の現状
（SII「着工統計にみる新築注文戸建て住宅における ZEH 化率の推移」より引用）

出典：一般社団法人環境共創イニシアチブ（SII）
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強
化
し
て
い
る
。

　ま
た
、
既
存
住
宅
の
断
熱
改
修
や

窓
交
換
、
給
湯
器
の
高
効
率
化
な
ど

を
支
援
す
る
３
省
連
携
キ
ャ
ン
ペ
ー

ン
も
拡
大
し
、
地
域
全
体
の
住
宅
ス

ト
ッ
ク
を
底
上
げ
す
る
方
向
性
が
明

確
に
な
っ
た
。

　工
務
店
が
今
年
取
り
組
む
べ
き

は
、
断
熱
等
性
能
等
級
６
の
設
計
、

施
工
体
制
の
整
備
、
太
陽
光
＋
蓄
電

池
＋
Ｈ
Ｅ
Ｍ
Ｓ
の
標
準
化
に
向
け
た

仕
入
れ
・
提
案
体
制
、
Ｄ
Ｒ
対
応
エ

コ
キ
ュ
ー
ト
や
蓄
電
池
の
製
品
知
識

の
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
、
補
助
制
度
の
併

用
を
前
提
と
し
た
資
金
計
画
の
提
示

な
ど
が
挙
げ
ら
れ
る
。
こ
れ
ら
は
単

な
る
省
エ
ネ
住
宅
の
高
度
化
で
は
な

く
、
地
域
の
電
力
安
定
化
に
寄
与
す

る
「
社
会
的
役
割
」
を
持
つ
住
宅
づ

く
り
へ
の
転
換
で
あ
る
。

　住
宅
が
地
域
レ
ジ
リ
エ
ン
ス
を
支

え
る
時
代
へ

　ホ
ル
ム
ズ
海
峡
の
地
政
学
リ
ス
ク

や
、
国
内
の
電
力
需
給
逼
迫
の
可
能

性
が
指
摘
さ
れ
る
中
、
住
宅
が
持
つ

分
散
型
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
し
て
の
価
値

は
高
ま
っ
て
い
る
。
停
電
時
に
は
太

陽
光
と
蓄
電
池
が
家
庭
の
電
力
を
支

え
、
平
常
時
に
は
Ｄ
Ｒ
で
地
域
の
需

給
調
整
に
参
加
す
る
。
住
宅
は
「
消

費
す
る
場
所
」
か
ら
「
地
域
を
支
え

る
装
置
」
へ
と
役
割
を
変
え
つ
つ
あ

る
。

　家
庭
の
夏
季
に
お
け
る
電
力
消
費
の
中

で
、
エ
ア
コ
ン
が
占
め
る
割
合
は
34
・

２
％
に
達
す
る
。
冷
房
は
家
計
に
と
っ
て

最
も
負
荷
の
大
き
い
家
電
で
あ
り
、
住
宅

の
省
エ
ネ
を
語
る
う
え
で
避
け
て
通
れ
な

い
存
在
だ
。
こ
う
し
た
中
、
２
０
２
７
年

度
を
目
標
年
度
と
す
る
新
た
な
省
エ
ネ
基

準
が
設
定
さ
れ
、
エ
ア
コ
ン
の
性
能
評
価

と
機
器
開
発
の
方
向
性
が
大
き
く
変
わ
ろ

う
と
し
て
い
る
。
制
度
改
正
は
機
器
単
体

の
性
能
向
上
に
と
ど
ま
ら
ず
、
住
宅
側
の

外
皮
性
能
と
の
組
み
合
わ
せ
を
前
提
と
し

た
「
総
合
的
な
夏
の
省
エ
ネ
」
へ
と
議
論

を
押
し
広
げ
て
い
る
。

　今
回
の
改
正
の
中
心
と
な
る
の
が
ト
ッ

プ
ラ
ン
ナ
ー
制
度
の
見
直
し
で
あ
る
。
壁

掛
形
エ
ア
コ
ン
は
２
０
２
７
年
度
が
新
た

な
目
標
年
度
と
な
り
、
メ
ー
カ
ー
は
こ
の

年
度
以
降
に
国
内
向
け
に
出
荷
す
る
製
品

の
平
均
性
能
が
、
国
の
定
め
る
基
準
値
を

下
回
ら
な
い
よ
う
求
め
ら
れ
る
。
従
来
は

室
内
機
の
幅
８
０
０
mm
以
下
・
高
さ
２
９

５
mm
以
下
と
い
う
「
寸
法
規
定
」
が
存
在

し
、
住
宅
事
情
に
合
わ
せ
た
サ
イ
ズ
制
限

が
設
け
ら
れ
て
い
た
。
し
か
し
新
基
準
で

は
こ
の
寸
法
規
定
が
撤
廃
さ
れ
、
よ
り
大

　Ｇ
Ｘ 

Ｚ
Ｅ
Ｈ
は
、
そ
の
転
換
を

象
徴
す
る
新
し
い
住
宅
像
だ
。
２
０

２
６
年
は
、
そ
の
前
夜
と
し
て
、
工

務
店
が
次
の
時
代
の
住
宅
づ
く
り
に

向
け
て
体
制
を
整
え
る
重
要
な
年
と

な
る
。

機器と住まいの両輪で考える
これからの冷房戦略

型
の
熱
交
換
器
や
フ
ァ
ン
を
搭
載
で
き
る

よ
う
に
な
る
。
熱
交
換
面
積
の
拡
大
は
効

率
向
上
に
直
結
す
る
た
め
、
機
器
の
省
エ

ネ
性
能
は
一
段
と
高
ま
る
見
込
み
だ
。

　性
能
評
価
の
方
法
も
変
わ
る
。
新
基
準

で
は
、
測
定
方
法
が
旧
Ｊ
Ｉ
Ｓ
か
ら
新
Ｊ

Ｉ
Ｓ
（
Ｊ
Ｉ
Ｓ 

Ｃ 

９
６
１
２
：
２
０
１

３
）
へ
移
行
す
る
。
新
Ｊ
Ｉ
Ｓ
で
は
、

中
間
能
力
の
運
転
を
断
続
運
転
と
し
て
扱

い
、
過
大
評
価
を
防
ぐ
仕
組
み
が
導
入
さ

れ
た
。
外
気
温
条
件
も
33
℃
か
ら
35
℃
へ

と
見
直
さ
れ
、
最
新
の
気
象
デ
ー
タ
（
拡

張
ア
メ
ダ
ス
）
を
反
映
し
た
実
態
に
近
い

評
価
と
な
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
カ
タ
ロ
グ

値
と
実
際
の
使
用
感
の
差
が
縮
ま
り
、
消

費
者
に
と
っ
て
も
選
び
や
す
い
性
能
表
示

と
な
る
。

　経
産
省
の
資
料
に
よ
れ
ば
、
４
・
０
kW

帯
の
壁
掛
形
エ
ア
コ
ン
で
は
、
現
行
基
準

と
比
較
し
て
最
大
34
・
７
％
の
効
率
改
善

が
見
込
ま
れ
る
。
冷
房
能
力
４
・
０
kW
は

一
般
的
な
リ
ビ
ン
グ
で
多
く
使
わ
れ
る
帯

域
で
あ
り
、
買
い
替
え
の
タ
イ
ミ
ン
グ
を

判
断
す
る
う
え
で
重
要
な
情
報
と
な
る
。

２
０
２
７
年
以
降
は
、
機
器
の
性
能
が
一

段
と
底
上
げ
さ
れ
る
時
期
に
入
る
た
め
、

施
主
へ
の
説
明
で
も
「
基
準
改
正

の
前
後
で
性
能
が
大
き
く
変
わ

る
」
こ
と
を
伝
え
や
す
く
な
る
。

　た
だ
し
、
機
器
の
性
能
が
向
上

し
て
も
、
住
宅
側
の
外
皮
性
能
が

低
け
れ
ば
冷
房
効
率
は
十
分
に
発

揮
さ
れ
な
い
。
国
交
省
の
算
出
告

示
に
基
づ
く
Ｕ
Ａ
値
（
外
皮
平
均

熱
貫
流
率
）
は
、
室
内
外
の
温
度

差
に
よ
る
熱
の
出
入
り
の
し
や
す

さ
を
示
す
指
標
で
あ
り
、
値
が
小

さ
い
ほ
ど
断
熱
性
能
が
高
い
。
特

に
夏
季
は
、
壁
よ
り
も
窓
か
ら
の

熱
流
入
が
大
き
く
、
窓
の
断
熱
性

能
が
冷
房
効
率
を
左
右
す
る
。

　同
じ
く
重
要
な
の
が
η
Ａ
Ｃ
値

（
冷
房
期
の
平
均
日
射
熱
取
得

率
）
で
あ
る
。
こ
れ
は
太
陽
日
射

が
室
内
に
入
り
や
す
い
か
ど
う
か

を
示
す
指
標
で
、
値
が
小
さ
い
ほ

ど
遮
蔽
性
能
が
高
い
。
夏
の
省
エ

ネ
で
は
、
断
熱
よ
り
も
日
射
遮
蔽

の
効
果
が
大
き
く
、
窓
の
仕
様
や

外
付
け
の
遮
蔽
部
材
が
冷
房
負
荷

を
大
き
く
左
右
す
る
。
樹
脂
サ
ッ

シ
や
Ｌ
ｏ
ｗ-

Ｅ
複
層
ガ
ラ
ス
の

採
用
は
、
断
熱
等
級
の
向
上
だ
け

で
な
く
、
夏
の
冷
房
効
率
を
高
め

る
う
え
で
も
有
効
だ
。
外
付
け
の

す
だ
れ
や
ア
ウ
タ
ー
シ
ェ
ー
ド
な

ど
、
工
務
店
が
提
案
し
や
す
い
手

法
も
多
い
。

　住
宅
側
の
基
準
も
２
０
２
７
年

度
に
向
け
て
変
わ
る
。
住
宅
ト
ッ

プ
ラ
ン
ナ
ー
制
度
の
見
直
し
で

は
、
大
手
住
宅
事
業
者
が
供
給
す

る
建
売
・
注
文
住
宅
に
対
し
、
Ｚ

Ｅ
Ｈ
水
準
の
断
熱
性
能
（
強
化
外

皮
基
準
）
へ
の
適
合
が
求
め
ら
れ

る
方
向
で
議
論
が
進
ん
で
い
る
。

一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
も
Ｂ
Ｅ

Ｉ
０
・
75
～
０
・
80
以
下
が
目
標

と
さ
れ
、
住
宅
の
省
エ
ネ
性
能
は

一
段
と
高
い
水
準
が
標
準
化
さ
れ

る
見
込
み
だ
。
大
手
の
性
能
向
上

は
市
場
全
体
の
期
待
値
を
押
し
上

げ
る
た
め
、
地
場
工
務
店
に
と
っ

て
も
「
夏
の
性
能
」
を
説
明
で
き

る
体
制
が
求
め
ら
れ
る
。

　夏
の
省
エ
ネ
は
、
機
器
の
性
能

だ
け
で
な
く
、
住
ま
い
方
や
創
エ

ネ
の
活
用
も
含
め
た
総
合
的
な
取

り
組
み
と
な
る
。
太
陽
光
発
電
の

普
及
目
標
で
は
、
２
０
３
０
年
ま

で
に
新
築
戸
建
住
宅
の
６
割
へ
の

設
置
が
掲
げ
ら
れ
て
お
り
、
冷
房

の
電
力
を
自
家
消
費
す
る
こ
と
で

家
計
負
担
を
抑
え
る
提
案
が
可
能

に
な
る
。
通
風
計
画
や
昼
光
利

用
、
軒
・
庇
に
よ
る
日
射
遮
蔽
な

現
行
の
省
エ
ネ
基
準
と
比
較
し
、
最
大
で
34
・
７
％
の
改
善
を
見
込
む
（
赤

枠
）。
壁
掛
形
４
・
０
kW
は
リ
ビ
ン
グ
用
と
し
て
多
く
販
売
さ
れ
る

注
：
現
行
の
省
エ
ネ
基
準
に
対
す
る
次
期
省
エ
ネ
基
準
の
改
善
率
を
算
出
。
な
お
、
次
期
省
エ
ネ
基
準
に
つ
い

て
は
一
般
地
の
省
エ
ネ
基
準
を
、
現
行
の
省
エ
ネ
基
準
に
つ
い
て
は
寸
法
規
定
の
省
エ
ネ
基
準
を
用
い
て
算

出
。（
出
典
：
経
済
産
業
省
）
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施
主
へ
の
説
明
で
も
「
基
準
改
正

の
前
後
で
性
能
が
大
き
く
変
わ

る
」
こ
と
を
伝
え
や
す
く
な
る
。

　た
だ
し
、
機
器
の
性
能
が
向
上

し
て
も
、
住
宅
側
の
外
皮
性
能
が

低
け
れ
ば
冷
房
効
率
は
十
分
に
発

揮
さ
れ
な
い
。
国
交
省
の
算
出
告

示
に
基
づ
く
Ｕ
Ａ
値
（
外
皮
平
均

熱
貫
流
率
）
は
、
室
内
外
の
温
度

差
に
よ
る
熱
の
出
入
り
の
し
や
す

さ
を
示
す
指
標
で
あ
り
、
値
が
小

さ
い
ほ
ど
断
熱
性
能
が
高
い
。
特

に
夏
季
は
、
壁
よ
り
も
窓
か
ら
の

熱
流
入
が
大
き
く
、
窓
の
断
熱
性

能
が
冷
房
効
率
を
左
右
す
る
。

　同
じ
く
重
要
な
の
が
η
Ａ
Ｃ
値

（
冷
房
期
の
平
均
日
射
熱
取
得

率
）
で
あ
る
。
こ
れ
は
太
陽
日
射

が
室
内
に
入
り
や
す
い
か
ど
う
か

を
示
す
指
標
で
、
値
が
小
さ
い
ほ

ど
遮
蔽
性
能
が
高
い
。
夏
の
省
エ

ネ
で
は
、
断
熱
よ
り
も
日
射
遮
蔽

の
効
果
が
大
き
く
、
窓
の
仕
様
や

外
付
け
の
遮
蔽
部
材
が
冷
房
負
荷

を
大
き
く
左
右
す
る
。
樹
脂
サ
ッ

シ
や
Ｌ
ｏ
ｗ-

Ｅ
複
層
ガ
ラ
ス
の

採
用
は
、
断
熱
等
級
の
向
上
だ
け

で
な
く
、
夏
の
冷
房
効
率
を
高
め

る
う
え
で
も
有
効
だ
。
外
付
け
の

す
だ
れ
や
ア
ウ
タ
ー
シ
ェ
ー
ド
な

ど
、
工
務
店
が
提
案
し
や
す
い
手

法
も
多
い
。

　住
宅
側
の
基
準
も
２
０
２
７
年

度
に
向
け
て
変
わ
る
。
住
宅
ト
ッ

プ
ラ
ン
ナ
ー
制
度
の
見
直
し
で

は
、
大
手
住
宅
事
業
者
が
供
給
す

る
建
売
・
注
文
住
宅
に
対
し
、
Ｚ

Ｅ
Ｈ
水
準
の
断
熱
性
能
（
強
化
外

皮
基
準
）
へ
の
適
合
が
求
め
ら
れ

る
方
向
で
議
論
が
進
ん
で
い
る
。

一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
も
Ｂ
Ｅ

Ｉ
０
・
75
～
０
・
80
以
下
が
目
標

と
さ
れ
、
住
宅
の
省
エ
ネ
性
能
は

一
段
と
高
い
水
準
が
標
準
化
さ
れ

る
見
込
み
だ
。
大
手
の
性
能
向
上

は
市
場
全
体
の
期
待
値
を
押
し
上

げ
る
た
め
、
地
場
工
務
店
に
と
っ

て
も
「
夏
の
性
能
」
を
説
明
で
き

る
体
制
が
求
め
ら
れ
る
。

　夏
の
省
エ
ネ
は
、
機
器
の
性
能

だ
け
で
な
く
、
住
ま
い
方
や
創
エ

ネ
の
活
用
も
含
め
た
総
合
的
な
取

り
組
み
と
な
る
。
太
陽
光
発
電
の

普
及
目
標
で
は
、
２
０
３
０
年
ま

で
に
新
築
戸
建
住
宅
の
６
割
へ
の

設
置
が
掲
げ
ら
れ
て
お
り
、
冷
房

の
電
力
を
自
家
消
費
す
る
こ
と
で

家
計
負
担
を
抑
え
る
提
案
が
可
能

に
な
る
。
通
風
計
画
や
昼
光
利

用
、
軒
・
庇
に
よ
る
日
射
遮
蔽
な

現
行
の
省
エ
ネ
基
準
と
比
較
し
、
最
大
で
34
・
７
％
の
改
善
を
見
込
む
（
赤

枠
）。
壁
掛
形
４
・
０
kW
は
リ
ビ
ン
グ
用
と
し
て
多
く
販
売
さ
れ
る

注
：
現
行
の
省
エ
ネ
基
準
に
対
す
る
次
期
省
エ
ネ
基
準
の
改
善
率
を
算
出
。
な
お
、
次
期
省
エ
ネ
基
準
に
つ
い

て
は
一
般
地
の
省
エ
ネ
基
準
を
、
現
行
の
省
エ
ネ
基
準
に
つ
い
て
は
寸
法
規
定
の
省
エ
ネ
基
準
を
用
い
て
算

出
。（
出
典
：
経
済
産
業
省
）
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ど
、
パ
ッ
シ
ブ
設
計
の
工
夫
も
冷
房

負
荷
の
低
減
に
寄
与
す
る
。
Ｚ
Ｅ
Ｈ

の
三
本
柱
で
あ
る
「
高
断
熱
」、「
高

効
率
設
備
」、「
創
エ
ネ
」
は
、
夏
季

の
快
適
性
と
省
エ
ネ
を
両
立
す
る
基

本
形
と
し
て
定
着
し
つ
つ
あ
る
。

　２
０
２
７
年
は
、
エ
ア
コ
ン
の
性

能
向
上
と
住
宅
の
外
皮
性
能
の
強
化

が
同
時
に
進
む
節
目
と
な
る
。
冷
房

効
率
は
「
機
器
×
外
皮
性
能
×
住
ま

い
方
」
の
三
位
一
体
で
決
ま
る
こ
と

を
、
工
務
店
が
施
主
に
伝
え
る
こ
と

が
重
要
だ
。
制
度
改
正
を
背
景
に
、

夏
の
省
エ
ネ
は
住
宅
提
案
の
新
し
い

基
準
へ
と
変
わ
り
つ
つ
あ
る
。

は
、
Ｚ
Ｅ
Ｈ
水
準
で
あ
る
断
熱
等
級

５
を
標
準
と
し
な
が
ら
、
さ
ら
に
上

位
で
あ
る
断
熱
等
級
６
や
７
へ
と
移

行
し
つ
つ
あ
る
。
Ｈ
Ｅ
Ａ
Ｔ
20
の
Ｇ

２
や
Ｇ
３
グ
レ
ー
ド
に
相
当
す
る
こ

れ
ら
の
高
断
熱
仕
様
は
、
冷
暖
房
の

ラ
ン
ニ
ン
グ
コ
ス
ト
を
大
幅
に
引
き

下
げ
る
だ
け
で
な
く
、
家
屋
内
の
温

度
差
を
解
消
し
、
ヒ
ー
ト
シ
ョ
ッ
ク

を
は
じ
め
と
す
る
健
康
被
害
を
防
ぐ

重
要
な
役
割
を
担
う
。
単
に
熱
を
逃

が
さ
な
い
外
皮
性
能
の
追
求
に
と
ど

ま
ら
ず
、
太
陽
光
発
電
シ
ス
テ
ム
や

蓄
電
池
を
連
動
さ
せ
、
エ
ネ
ル
ギ
ー

を
自
給
自
足
す
る
仕
組
み
の
最
適
化

が
今
後
の
標
準
と
な
っ
て
い
く
。

　一
方
で
、
性
能
の
向
上
と
引
き
換

え
に
深
刻
化
し
て
い
る
の
が
コ
ス
ト

の
壁
で
あ
る
。
地
政
学
的
な
リ
ス
ク

や
為
替
の
変
動
に
端
を
発
す
る
エ
ネ

ル
ギ
ー
価
格
の
高
騰
、
樹
脂
系
建
材

や
各
種
断
熱
材
の
調
達
難
は
、
住
宅

業
界
全
体
の
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
を

圧
迫
し
続
け
て
い
る
。
特
定
の
輸
入

素
材
や
不
安
定
な
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー

ン
に
依
存
し
す
ぎ
な
い
堅
牢
な
調
達

網
の
構
築
や
、
現
場
の
施
工
精
度
を

維
持
し
な
が
ら
手
間
を
減
ら
す
合
理

的
な
設
計
手
法
が
、
企
業
の
生
存
を

分
け
る
死
活
問
題
と
な
っ
て
い
る
。

　さ
ら
に
、
省
エ
ネ
住
宅
が
も
た

ら
す
価
値
は
経
済
的
な
利
得
や
個

別
の
快
適
性
に
と
ど
ま
ら
な
い
。

相
次
ぐ
自
然
災
害
や
エ
ネ
ル
ギ
ー

供
給
の
不
安
定
化
に
備
え
、
万
が

一
の
停
電
時
で
も
暮
ら
し
を
継
続

で
き
る
レ
ジ
リ
エ
ン
ス
性
能
は
、

命
を
守
る
安
全
装
置
と
し
て
の
価
値

を
増
し
て
い
る
。
個
々
の
住
宅
が
高

性
能
化
す
る
こ
と
は
、
地
域
全
体
の

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
を
抑
制
し
、
国

家
的
な
脱
炭
素
目
標
の
達
成
に
直
接

寄
与
す
る
と
い
う
社
会
的
意
義
も
帯

び
て
い
る
。

　こ
の
よ
う
に
、
こ
れ
か
ら
の
省
エ

ネ
住
宅
は
環
境
対
応
と
い
う
義
務
の

枠
組
み
を
超
え
、
人
々
の
暮
ら
し
の

安
全
性
、
経
済
合
理
性
、
そ
し
て
社

会
的
な
持
続
可
能
性
を
同
時
に
満
た

す
中
核
的
な
存
在
へ
と
定
着
し
て
い

く
こ
と
に
な
る
。

　長
い
法
改
正
の
歴
史
を
振
り
返
れ

ば
、
住
宅
は
雨
露
を
し
の
ぐ
場
所
か

ら
始
ま
り
、
利
便
性
を
追
い
求
め
た

時
代
を
経
て
、
量
よ
り
質
を
担
保
す

る
時
代
に
入
ろ
う
と
し
て
い
る
。

　日
本
の
住
宅
に
お
け
る
省
エ
ネ
は

今
、
転
換
点
を
迎
え
て
い
る
。
２
０

２
５
年
４
月
の
省
エ
ネ
基
準
適
合
義

務
化
は
ス
タ
ー
ト
ラ
イ
ン
に
過
ぎ

ず
、
現
場
の
関
心
は
す
で
に
そ
の
先

に
あ
る
よ
り
高
い
性
能
基
準
へ
と
シ

フ
ト
し
て
い
る
。
住
宅
の
性
能
は
単

な
る
環
境
配
慮
の
オ
プ
シ
ョ
ン
で
は

な
く
、
住
む
人
の
健
康
を
守
り
、
建

物
の
資
産
価
値
を
担
保
す
る
イ
ン
フ

ラ
と
し
て
の
意
味
合
い
を
強
め
て
い

る
。　こ

れ
か
ら
の
住
宅
性
能
の
基
準

断
熱
等
級
６・７
と
新
標
準
の
行
方

断
熱
等
級
６・７
と
新
標
準
の
行
方

省
エ
ネ
住
宅
が
直
面
す
る
現
実

省
エ
ネ
住
宅
が
直
面
す
る
現
実
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